中小企業信用保険法第２条第５項第５号の認定について【要領】
【対象中小企業者】
業況の悪化している業種に属する中小企業者

【認定要件】
申請者が、中小企業信用保険法（以下「法」という。）第２条第５項第５号の規定による経済産業大臣の指定を受けた業種に属する事業を行う中小企業者であって、最近３か月間の売上高又は販売数量（建設業にあっては、完成工事高又は受注残高。以下「売上高等」という。）が前年同期の売上高等に比して５％以上減少していること。
【運用緩和】
新型コロナウイルス感染症の影響を受け、経営の安定に支障を生じている、次の方。
①　業歴３か月以上１年１か月未満の事業者
②　前年以降の店舗増加等によって、単純な売上高等の前年比較では認定が困難な事業者

【申請書】
＜通常の様式＞
様式第５－（イ）－②
＜運用緩和＞
· 直近1か月の売上高等とその後2か月間の売上高等（見込み）を含む3か月間の売上高等の減少での比較。

様式第５－（イ）－⑤
· 最近１か月の売上高等と最近１か月を含む最近３か月間の平均売上高等を比較
様式第５－（イ）－⑩
· 最近１か月の売上高等と令和元年12月の売上高等を比較。その後２か月間（見込み）を含む３か月間の売上高等と令和元年12月の売上高等の３倍を比較
様式第５－（イ）－⑪
· 最近１か月の売上高等と令和元年10月～12月の平均売上高等を比較。その後２か月間（見込み）を含む３か月間の売上高等と令和元年10月～12月の３か月を比較
様式第５－（イ）－⑫
【認定に必要なもの】
１　申請書　１枚
２　実印（代表者印）※申請書に押印が必要です。
３　許認可書の写し
４　最近３か月及び前年同期の試算表等（各月の売上高等が確認できるもの）又は最近１か月の売上高の実績及びその後２か月の実績見込みが確認できる書類
　　※申請書に記入した数値の根拠となる書類の提出が必要です。
５　登記簿謄本（法人の場合）
６　確定申告書の写し、直近の決算書の写し
７　代理人が提出のときは委任状
　
【問合せ・連絡先】
福生市役所　生活環境部 シティセールス推進課 産業活性化グループ
電話042-551-1699(直通)
